
ディープテック・スタートアップの起業・経営人材確保等支援事業
令和6年度概算要求額 31億円（20億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

①・② 産業技術環境局技術振興・大学連携推進課

③ 産業技術環境局大学連携推進室

成果目標

①令和５年から９年までの５年間の事業であり、以下を目指す。

（ディープテック分野における若手人材等の発掘）

短期的には支援を受けた者の３割以上が、事業終了後１年以内に他の助成金を含む事業化資金を確保すること。

中期的には支援を受けた者の５割以上が、事業終了後５年以内に起業又はVC等からの事業化資金を確保すること。

最終的には支援を受けて起業した者のうち3割以上が、起業後６年以内に、シリーズB（initialにおける）の資金調達を達

成すること。

（ディープテック分野における起業家候補人材の育成）

短期的には支援を受けた者の５割以上が、事業終了後１年以内に起業又はVC等から事業化資金を確保すること。

中期的には支援を受けた者の６割以上が、事業終了後２年以内に起業又はVC等から事業化資金を確保すること。

最終的には支援を受けて起業した者のうち3割以上が、起業後６年以内に、シリーズB（initialにおける）の資金調達を達

成すること。

②令和６年から９年までの４年間の事業であり、以下を目指す。

短期的には支援を受けた者が属する（属していた）事業会社の３割以上が、事業終了後１年以内にカーブアウトを出口

に入れた新規事業開発プロジェクト等を導入すること。

中期的には支援を受けた者の５割以上が、事業終了後２年以内に起業又はVC等から事業化資金を確保すること。

最終的には事業会社からのカーブアウトを起源として設立されたディープテック・スタートアップの、東証一部上場企業の数に対

する割合を1割に引き上げること。

③令和５年から９年までの５年間の事業であり、以下を目指す。

短期的には本スキームを活用して経営人材が経営参画することとなる大学発スタートアップ数を、中間評価時で７社以上と

すること。中期的には本スキームを活用して経営人材が経営参画することとなる大学発スタートアップ数を、5年間の累計で

14社以上とすること。最終的には大学発スタートアップ数を2027年度に4,000社以上とすること。

（※大学発スタートアップ数：令和4年度現在3,782社）

定額助成等国立研究開発法人新エ
ネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）

起業家人材等国
交付金

①人材発掘・起業家育成

②事業会社が有する技術シーズを活用した起業・事業化支援

③大学発スタートアップにおける経営人材確保支援

委託国立研究開発法人新エ
ネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）

VC等国
交付金

事業目的

大学や研究機関、事業会社等に蓄積されている優れた技術
シーズの事業化に向けた人材育成を含めた人材への支援、大学
等が有する技術シーズと経営人材のマッチングへの支援により、大
学発スタートアップをはじめとするディープテック領域における起業
及び初期段階での成長を後押しする。これらにより、起業数の増
加を主として、ディープテック分野のスタートアップ・エコシステムの裾
野の拡大を目指す。

事業概要

本事業は、ディープテック分野における技術シーズを基に、当該技
術シーズの活用やアイデアの具体化に向けた探索活動に取り組
む者や、当該技術シーズの事業化・社会実装に向けて自身で又
は他者と起業に取り組もうとする者又は取り組む者を主たる対象
として、①人材発掘・起業家育成、②事業会社の有する技術に
基づくカーブアウトの加速、③大学発スタートアップにおける経営人
材確保支援を実施する。
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